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設立日 ：平成１１年６月１日

構成市 ：鈴鹿市、亀山市

所在地 ：鈴鹿市神戸一丁目１８番１８号

鈴鹿市役所西館３階

所掌事務：

(１) 介護保険事業に関する事務

(２) 消費者行政に関する事務

(３) 公共施設の相互利用における調整に関する事務

(４) 広域的な取組を必要とする事務の調査研究及び調整に関する事務

１ 鈴鹿亀山地区広域連合の概要

圏域
人口 246,657

人
面積 385.37㎢

亀山市 鈴鹿市

（人口は，平成27年国勢調査速報値）
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２ 鈴鹿亀山消費生活センター設立経緯（１）

昭和44年 4月 鈴鹿市、亀山市及び関町が「鈴鹿亀山地区広域行政圏」と指定
される

昭和47年10月 市町村合併を視野に入れた「鈴鹿亀山地区広域市町村圏協議
会」を設立し、広域市町村圏計画を策定し、圏域の発展のため
２市１町の間において協力関係を築く

昭和57年 3月 新広域市町村圏計画の策定

平成 3年 3月 「鈴鹿亀山地区広域行政圏計画」の策定（以後，平成13年、平
成20年にも策定）

平成11年 6月 平成12年4月スタートの介護保険事業に伴い、これまでの協議会
を廃止し、平成11年6月に「鈴鹿亀山地区広域連合」を設立

平成17年 1月 旧亀山市と旧関町が合併し、新亀山市が誕生したため、鈴鹿市
と亀山市との新たな枠組みにより事業の進展を図る。

平成18年 4月 圏域住民の安心・安全な暮らしを守るため、消費生活に関する
相談を一元的に担う「鈴鹿亀山消費生活センター」を全国では
じめて広域連合で設立。

現在に至る
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2 鈴鹿亀山消費生活センター設立経緯（２）

設立日 : 平成１８年４月１日

設立経緯：《平成１１年６月》
翌年の介護保険制度の発足に向け、鈴鹿市・亀山市・関
町の２市１町により鈴鹿亀山地区広域連合を設置した。

《平成１７年》
今後取り組むべき事務についても検討が重ねられ、
当時、広域行政の事業拡大の提案事項にあがっていたも
のの１つとして、消費生活相談事業があがっていた。
また、架空請求が全国的な社会問題として大きく捉えら
れており、両市において消費生活センターの設置の必要
性が高まっていたことから，両市で共同設置するほうが、
経費、相談員の確保、啓発活動において効果的かつ効率
的であると考えた。

《平成１８年》
４月、鈴鹿亀山消費生活センターを設置した。

4



３ 現在の取組状況（１） 5

 場 所：鈴鹿市算所１－３－３ 鈴鹿農協平田駅前支店２階

 相談時間：平日の９時～１６時まで

 相談方法：電話，面談

 仕事内容：商品やサービスへの苦情・相談

出前講座（消費者教育）、弁護士相談

（相談は無料、秘密厳守）

（H30年度の相談件数：1,623件）

 相談内容：○不審な電話・訪問・郵便物に関する相談：４０２件（前年度３８６件）

○電子媒体（スマホ等）における架空請求・不当請求：１５５件（前年度２７９件）

○不動産等賃借に関する相談：６８件（前年度６４件）

○住宅リフォーム、新増築に関する相談：６８件（前年度５３件）

○健康食品に関する相談：５８件（前年度４２件）

 相談体制：専門相談員３名、所長

 対 処：助言、高齢者など交渉力が劣る場合等はセンターが斡旋交渉。

＜鈴鹿亀山消費生活センター＞



３ 現在の取組状況（２） 6

＜センター写真＞



３ 現在の取組状況（３） 7

＜広報・注意喚起＞



３ 現在の取組状況（４） ８

＜相談状況＞

159 144 181 192 241 298 242
329 377 366 317 375 446

1,237
1,455 1,372

1,257 1,281
1,387

1,262

1,405
1,491 1,515

1,436

1,743 1,623

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

相談件数

70歳以上の相談 相談件数

・高齢者の相談の増加
・障がい者、認知症の方 → 福祉関係者の協力必要
・ネット社会への対応 《多様なトラブル、法解釈、書き込み、センターへ過度な期待》
・対応困難者からの激しい要求
・次々と出る新しい商品・サービス、度重なる法律改正・制度改正
《過去の経験 → 新しいモノ・サービスへの対応力が必要》

・相談員の高齢化 → 若手（次世代を担う）相談員の育成・配置《会計年度任用職員》

《平成３０年度》
鈴鹿市 １,３５０件
亀山市 ２３５件
他 市 ３８件
合 計 １,６２３件

《主な相談内容》
スライド５参照

＜課 題＞ ＜内 訳＞



３ 現在の取組状況（５） ９

8

25

17

32
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22

27

36

51

68
72

78

103

出前講座件数
「みんなで防ごう悪質商法！！」
「墓じまい」「薬と健康食品の正しい知識」
「かしこい買い物の仕方」
「地震！台風！交通事故！

もしものときに役立つ損害保険」
「明日を楽しく生きるために

エンディングノートの活用法」
「健口美体操」
「食品表示とおいしいコーヒー淹れ方教室」

など、
《成人向け講座：センター他１５団体、４７タイトル用意》

「おかねの話」
「社会人として身につけたい

～大事なお金のはなし」
「消費生活講座」など

・高齢者、地域が求めているのは、必ずしも振込詐欺、悪質商法の話ではない。
・地域で実施されている講座は、健康体操、防災、防犯、交通安全、医者の話。《飽きている？》
・１０３回の内、振込詐欺・悪質商法以外の内容が４５件、事業者等外部機関講師の活用は５２件。
・集いの場にいかに入り込めるか？《高齢者の生活パターンの変化、土日開催要望、高齢者以外の場は？》

《平成３０年度》
鈴鹿市 ７７件 ２,８５１人
亀山市 ２６件 ９７６人
合 計１０３件 ３,８２７人

＜講座内容＞

＜考えなければならないこと＞

＜年度別出前講座件数＞



３ 現在の取組状況（６） １０

・センターの周知。《相談件数の増加を期待！》
・被害の注意喚起 → 消費者教育へ《平成２９年度から嘱託職員３名体制》
・成年年齢引き下げ対策（アクションプログラムへの対応）
・高齢者、障がい者、認知症等の方の消費者被害の早期発見。
相談（事後処理）以前にいかに対処できるかが大事

・福祉関係者、地域、教育関係者との連携を図る。

・年間１０３回実施しても未実施地区がある。さらに浸透要
《鈴鹿市２/２３地区、亀山市 ８/２２地区》

・いかに教育機関と連携するか？《現場との調整に労力を要する》
・職員、相談員が消費者教育の理解を深める。（消安法＋消教法）
・消費者教育コーディネーターの養成・配置（企業ＯＢ、教員ＯＢなど）
・高齢者以外の開拓。

≪平成３０年度実績 高齢者向け９３件、保育所５件、高校３件、就労障がい者
１件、生活協同組合１件≫

＜出前講座の課題＞

＜講座の趣旨・意義＞



３ 現在の取組状況（７） １１

市民相談担当課

民生委員・老人会・公民館
まちづくり協議会・防犯委員
社会福祉協議会（サロン）
障がい者支援センター

鈴鹿市社会福祉協議会
（権利擁護ＮＷ会議）

地域包括支援センター

消費生活センター

連絡

出前講座

会議委員

会議

教育委員会（現場と調整）
ＰＴＡ、障がい者団体
子育てサークル、地域団体

消費者教育
周知

今後周知

＜他の行政部門との連携＞



４ 広域でのメリット・デメリット

（１）共同設置により、相談員の確保が容易だった。
（２）市役所と異なる場所に設置されているため、相談者の秘匿性を確保できる。
（３）単独市で設置するよりも、広域的に多くの情報が集約できることから、他の

相談事案や啓発に活用可。

１２

（１）両市のほぼ中心部に独立したセンターを設置したため、施設管理費用や事務
処理費用が生じている。

（２）相談しやすい相談場所として認知してもらう為の工夫が必要。
（３）消費者安全確保地域協議会や消費者教育の方針など、地域に密着した施策を

実施する際には、各々の市の組織との調整が必要。

＜メリット＞

＜デメリット＞



５ １０年後、２０年後への対応策・アイデア（１） １３

※業務への影響
次々と出る新しい商品・サービスへの対応、度重なる法律改正・制度改正への対応、ネット社会への対応、消費者教育の実施

〇対 策
・現在の相談員体制の抜本的な改革が必要。
《若手・ベテラン・消費者教育担当をバランスよく配置》

・（会計年度任用職員制度を機に）若手相談員（次世代を担う相談員）の配置・
育成に努める。

※業務への影響
センターの維持、持続可能な消費者行政、どこに住んでいても質の高い相談・救済

〇対 策
・現在の資格試験制度は、現役相談員でなければ合格するのはかなり困難。
そこで、例えばインターンシップ制度（就業体験）を創設してはどうか。（資
格の後付け）

・消費者教育コーディネーター（企業ＯＢ、教員ＯＢなど）の人材の配置（※資
格にこだわらない）を進めていく。（資格の後付け）

※最初から資格ありきでハードルを上げていたことや、経験者優遇の考えが、後継者育成の障害。

※高齢化・不足を招いた要因の１つは，行政側が相談員の高齢化を放置していたことも大きい。

＜課題１：相談員の高齢化、人材難＞

＜課題２：相談員を募集しても集まらない＞



５ １０年後、２０年後への対応策・アイデア（２） １４

※業務への影響：
消費者教育・アクションプログラムの推進、消費者被害の防止、相談員・センター間の差が拡大

〇対 策
・職員、相談員が消費者教育の理解を深める。
・相談重視の姿勢是正（消安法＋消教法）。
・教育との連携
・消費者教育コーディネーターの養成・配置（※資格にこだわらない）。
・企業による消費者教育活動の活用・連携。

〇対 策
・ＳＮＳのチャットボット機能の活用。（一次相談受付）
・ネット検索で上位に上がってくる工夫も必要。（安全性の担保）

＜課題３：消費者教育が進まない＞

＜課題４：ＩＴ，技術の活用＞



資 料（１） １５

＜消費者庁

会計年度任用職員について＞



資 料（２） １６

＜総務省 会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル＞



資 料（３） １７

＜閣議決定 消費者教育の推進に関する基本的な方針 平成３０年３月変更＞



資 料（４）

消費生活センターにおいては、一定の知識及び技術を有することが客観的に確認
されている者によって消費生活相談が行われることが体制として整備されているこ
とが望ましい。

そこで、参酌基準として、消費生活センターに①消費生活相談員資格試験合格者
又は②景品表示法等改正等法附則第３条により試験に合格したとみなされた者を配
置することを定めた。
消費生活センターの消費生活相談員のうち、少なくとも一人が①又は②の要件を

満たすことを求めるものであり、他の消費生活相談員については①及び②の要件を
満たさなくても構わない。

１８

＜改正消費者安全法の実施に係る地方消費者行政ガイドライン＞



資 料（５） １９

消費者安全法
（平成二十一年法律第五十号）
（都道府県及び市町村による消費生活相談等の事務の実施）
第八条
２ 市町村は、次に掲げる事務を行うものとする。
一 消費者安全の確保に関し、事業者に対する消費者からの苦情に係る相談に応

じること。
二 消費者安全の確保に関し、事業者に対する消費者からの苦情の処理のための

あっせんを行うこと。
三 消費者安全の確保のために必要な情報を収集し、及び住民に対し提供するこ

と。

第四条 国及び地方公共団体は、前条に定める基本理念（以下この条において「基
本理念」という。）にのっとり、消費者安全の確保に関する施策を総合的に策
定し、及び実施する責務を有する。

６ 国及び地方公共団体は、消費者教育を推進し、及び広報活動その他の活動を
行うことを通じて、消費者安全の確保に関し、国民の理解を深め、かつ、その
協力を得るよう努めなければならない。

＜消費者安全法＞



資 料（６） ２０

＜消費者教育の推進に関する基本的な方針 概要 平成３０年３月変更＞



資 料（７） ２１

＜国民生活センター ＰＩＯ－ＮＥＴ将来像イメージ＞



資 料（８） ２２

消費者

SNSの

チャットボット機能
相談

出前講座
（消費者教育）

（一次相談）

福祉・教育部門

＜相談体系図＞

（現状）

※イラスト：消費者庁イラスト集より



資 料（９） ２３

市 年間相談
件数

年間相談
日数

１日当り相
談件数 相談員数

１人当たり
１日の相談

件数
Ａ 相談件数 ２４４日 相談件数 相談員数 ０.９件

Ｂ 相談件数 ２４４日 相談件数 相談員数 １.０件

Ｃ 相談件数 ２４４日 相談件数 相談員数 １.２件

Ｄ 相談件数 ２４４日 相談件数 相談員数 １.３件

Ｅ 相談件数 ２４４日 相談件数 相談員数 １.６件

Ｆ 相談件数 ２４４日 相談件数 相談員数 ２.２件

Ｇ 相談件数 ２４４日 相談件数 相談員数 ２.３件

鈴鹿亀山消費
生活センター

１,６２３件 ２４４日 ６.７件 ３人 ２.２件

「令和元年度 地方消費者行政の現況調査」 （令和元年１０月消費者庁）
・平成３０年度における都道府県別相談員一人当たりの相談対応件数 年平均３１７.２件（÷仮に２４４日＝１.３件）
・あっせん率は７.７％（市町村は９.１％） 鈴鹿亀山消費生活センターは７％
・講習等（出前講座含む）の実施率は、市町村で５５.９％が実施(出前講座の実施は４９.７％)。 三重県内市町村は５０％

＜市・センターの相談件数＞



５ １０年後、２０年後への対応策・アイデア（３） ２４

〇対 策
・財政負担
インターンシップ制度、若手相談員の配置促進費、待遇改善措置。消費者教育
費用の支援(機材（ＷｉＦｉ環境、タブレット端末）、教材、啓発物品、共通絵
図)。

・情報発信（ＴＶコマーシャル、ＳＮＳ）
・国民生活センターの研修制度の改善→ＰＩＯ－ＮＥＴ信頼性の向上。
・国民生活センターの困難事例への助言力の向上。
・高齢者対策は福祉行政である、若者向け対策は教育行政である、という方向性
を示すことが必要。

・ＳＮＳのチャットボット機能での一次相談処理
・福祉や教育部門との連携推進。

＜課題５：国が果たすべき役割＞




